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論文
関税の独占擁護効果について
? ?
繁 綽
1 はじめに
「関税はトラストの母である」1) といわれるように，あるいは，「カルテル関
税」という言葉に示されるように，関税は独占擁護効果をもつ。それは関税が
市場分割効果， あるいは市場隔離効果をもつからである。すなわち独占企業
が，ある商品について国内市場で高い独占価格を享受しようとしても，その商
品の輸入が自由であれば， そのような独占価格の維持は困難であろう。 しか
し，その商品の輸入に対して，国内の独占価格に少くとも等しくする率の関税
がかけられるならば，独占価格は維持され，独占は擁護される。また，独占企
業が2つの国の市場を独占している場合も考えられるであろう。そのような場
合，独占企業がより多くの利潤を獲得するために， 2つの国の市場で異った価
格を設定することがある。それはしばしば差別独占といわれている。国際貿易
におけるダンピング (dumping)といわれる現象は， このような差別独占によ
って説明できる。しかし， 2つの国の市場で異る価格を設定すると，当然のこ
とながら，低い価格の国の市場から高い価格の国の市場へ商品の移動が生じ
て，前者の国では供給が減少し，後者の国では供給が増加して，価格の差を解
消させるであろう。これは一種の裁定取引 (arbitrage)といえる。 このような
場合，高い価格の国の市場において，輸入に少なくとも両市場の価格差に等し
1)アメリカの砂糖生産者ハーベンマイヤー(Havenmeyer)が1900年の産業委員会 (The
Industrial Commission)の前に述べたといわれている。 Haberl虹〔9〕p.324. 
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い率の関税をかけるならば，差別独占は擁護され，ダンビングが可能となるで
あろう。これも関税の市場分割効果である。市場分割効果は関税が輸入に賦課
されるために生じるのではなく，関税が輸入を禁止しているために生じるので
ある。
このような市場分割効果は関税だけではなく，国家間においては国民性，慣
習・嗜好の違い，距離の差，情報の・不完全さなどの自然的条件のほか，関税以
外の種々の貿易政策やパテントなどの政策手段によっても可能であるが，最も
一般的な政策手段は関税であろう。
この論文の目的は，関税が市場分割効果によってどのようにして独占を擁護
し，そのため当該部門の経済的厚生と独占利潤がどのように変化させるかを明
らかにすることである。またその議論の関連において，独占の弊害を減少させ
るために，どのような政策が考えられるかを明らかにすることである。
伝統的貿易理論は主として，完全競争を仮定してきた。それは，伝統的貿易
理論は自由貿易がいかに有利な体制かを主張する理論として出発したからで，
自由貿易の利益を説明するためには，完全競争を仮定した理論を構成しなけれ
ばならなかったからである。その結果現在では，完全競争を仮定呵した国際貿易
理論がよく整備されているのに対し，不完全競争を仮定した国際貿易理論は比
較的不完全↑ょ状態にある。事実，独占理論における貿易の取扱いは，前述のよ
うにダンビングの理論として， 1933年のロビンソンの『不完全競争の理論」2)
ゃ， 1936年のハーバラーの「国際貿易論」3)おける取扱いから，基本的には発展
していないように思われる。実際，近年発達した産業組織論の文献においても
貿易の存在はほとんど考慮されていない。貿易理論サイドからは，コーデンの
『貿易政策と経済的厚生』4)の第8章は，独占や種々の形態の産業組織に対する
関税等の貿易政策の効果の問題を比較的包括的に取扱ったものといえるであろ
2) Robinson (11) Chap. 15. / 
3) Haberler 〔9〕Chap. 19. 
4) Gorden (4) Chap. 8. 
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う。小論もこのような独占等に対する貿易政策の問題を，関税の独占擁護の問
題に焦点を当てて，いっそう詳細に考察するものである。
2 独占擁護効果の経済分析
特にことわっている場合を除いて，以下においては次の仮定をしよう。 (1)1 
財だけの市場の部分均衡分析である。 (2)国内市場においては独占企業1)が存在
している。独占企業は国内市場においては完全な独占ガをもつが，国際市場に
おいては全く独占力をもたない。ということは，国際価格はこの国にとって与
えられていることである。国際価格が与えられていることは国際経済学でしば
しば使用される小国の仮定 (smallcounty assumption)を意味する。 (3)輸出・
輸入のための輸送費は存在しない。
第 1図は，逓増生産費の輸入財と輸出財，．逓減生産費の輸入財と輸出財の各
4つの場合における関税率の引上げの効果を簡単な部分均衡分析の図に示した
ものである。ここで逓増生産費とは長期平均費用と長期限界費用が増加するこ
とをいい，逓減生産費とはそれらが減少することをいう。 DD曲線は国内需要
曲線， MR曲線は DD曲線からの限界収入曲線， MC曲線は長期限界費用曲
線，そして AC曲線は長期平均費用曲線をそれぞれ示す。 PP線は国際価格線
であり， OPは小国の仮定によって与えられた国際価格の水準を示す。また，
tは関税率を示し， P(l+t)点を通る PP線に平行な線は，関税を含む価格
線である。小国の仮定によって関税はすべて輸入国の負担となるから，それは
また国内価格線となる。 4つの場合について関税の独占に対する効果を簡単に
1)それは自国（籍）の独占企業であって，外国（籍）の独占企業でないことに注意する・
必要がある。コーデンが明らかにしているように外国（籍）の独占企業であれば，関
税は独占擁護効果をもつのではなく，逆に独占と集中度を低下させることになる。外
国の独占企業による国内市場の支配が，関税によって阻止され，代って国内の小企業
や潜在的参入者が国内市場に参入にくるからである。これは，関税と市場構造に関す
る興味深い命題といえる。 Corden〔釘 pp.217~218. 
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説明しよう。
IA 逓増生産費・輸入財
関税の存在しない状態においては， この国は需要量 OXaのすべてを輸入し
ている。ちの関税率で国内生産が開始される。関税率がちより高くなると，
MC曲線に沿って国内生産量が増加し， DD曲線に沿って国内需要量が減少
し， したがって輸入量は減少する。関税率が tpとなると輸入量がゼロとな
る。 tpを崇止的関税 (prohibitivetariff)という。それは貿易が存在しない場
合の完全競争における国内需要と国内供給の均衡状態を示している。したがっ
て， tpは国内市場で独占を少しももたらすことなく， 国内生産を完全に保護
するに十分な関税率であるから，整合関税 (made-to-measuretariff)2)ともい
う。
しかし，関税率が tpより高くなると， 仮定によって国内の供給者は独占企
業であるから， 関税によって輸入が阻止される限度まで DD曲線に沿って国
内生産量を減少させ国内価格を引上げることができる。関税の独占擁護効果と
は，関税によって国内独占価格が上昇する効果と定義しよう， そうすると， tp
の関税率で始めて関税の独占擁護効果が生じる。そして関税率がなとなると
2) made-to-measureとは，「産業が存在できるように，ちょうど合わせて設定される」
という意味である。 コーデンがオーストラリアの関税政策に関するバーノン報告書
(Vernon Report)の基本的な考え方の 1つとして，「関税が国内生産を引き出さな
い場合は，関税の必要性はない。関税は一般にそれが保護する水準にのみ捧げられる
ーベきである」 (Carden〔幻 pp.138~139.), また「関税を国内生産者に全市場を与え
るにちょうど十分な水準にまで引下げることは，生産に影響しないであろうが， しか
し可能な独占利潤を防ぐものである」 (Carden〔幻 p.139) と述べ， この原則を
made-to-measure principleと名付けた。コーデンはまたオーストラリアの関税政
策に関して， 「関税が“過大保護”をしてはならないのであって， そして正常には
“輸入との合理的な競争”を認められるべきである。また，その産業に正常でない利
潤をもたらすぽどに高くあってはならない」 (Carden〔心 p.144)と述べているが，
これもこの原則を示すものである。さらにくわしくは， Carden〔釘 pp.220~222.参
照。ただし，そこでコーデンが想定したのは逓減生産費の場合である。
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独占均衡の条件 MR=MCが満たされるから，独占企業は利潤を最大にする独
占価格 OP(1+tm)を設定することができる。 tmを最大利潤関税 (maximum
profit tariff)という。最大利潤は斜線の部分の面積で示される。関税率がtmよ
り高くなっても，独占企業は， OP(1+tm)の価格をとり続けるであろう。な
ぜなら，それは利潤を最大にする価格であり，それ以上に価格を上げると利潤
がかえって低下するからである。だから，ね以上の関税率の引上げは独占価
格状態に影響を与えない。かくて関税の独占擁護効果はゎで止まる。 tm以上
の率の関税を，過剰関税 (redundanttarif, water~in-the-tariff)3l という。
IB 逓増生産費・輸出財
この場合は最初から輸出している。すなわち，関税の存在しない状態におい
ては，この国は， OPの価格で国内へは OXaを販売し，外国へは Xaふを販
売している。関税がかけられると，同様に国内独占企業は関税によって輸入を
阻止する限度まで国内価格を引上げることができる。輸出財の場合は最初から
関税の独占擁護効果が生じるわけである。ただし国内では価格を引上げるが，
外国へは OPの価格で輸出を続ける。つまりダンビングを行なう。そして tm
は最大利潤関税であり， OP(1+し）は国内独占価格である。
この場合， 国内独占価格は MR=MCを満たす価格ではなく， MR曲線と
PP線の交点の価格である。その理由は， OXm以上の国内生産量は輸出され
るから，国内需要だけからの限界収入曲線は， MR曲線と PP線の交点 Hで
垂直に折れ HXm線となり，そしてその Hふ線上で MC曲線と交わると考え
られるからである。もし国内需要だけからの限界収入曲線を MR'曲線とすれ
ば，国内の独占均衡は MR'=MCの条件を満たすといえる。それは MR=MC
の条件を満たす場合に比べて国内価格を高くする。
第 1図では，輸入財は PP線の位置が G点より下にある場合と，輸出財は
3) redundant tariffも water-in-the-tariffの名称はフィシェルソンーヒルマンによ
る。またその条件も＜ゎしく明らかにされた。 ・Fishelson& Hillman訂〕．
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PP線の位置が A点より上にある場合とを描いた。もし PP線の位置が G点
と A点の間にあればどうか。そのような場合は関税のない場合は輸入財であ
るが，一定の率の関税によって輸出財に転じることは明らかであろう 4)0 
IIA 逓減生産費・輸入財
関税の存在しない状態においては，この国は oxdを需要し，そのすべてを
輸入している。関税がかけられると， DD線に沿って輸入が減少するが，国内
生産は行なわれない。しかし，関税率が tpとなる＇と， 関税を含む輸入価格が
国内生産の平均費用と一致し，国内生産が輸入にとって代る。このように逓減
生産費の場合は， 関税による輸入代替国内生産が徐々に行なわれるのではな
く，一定率の関税で一挙に行なわれる。この点が逓増生産費の輸入財の場合と
異なる。だから，整合関税は逓増生産費の輸入財の場合よりも，この場合にお
いて顕著な効果を示す％
関税率が tpよりも高くなると， 国内独占企業は関税によって輸入が阻止さ
れる限度まで国内価格を引上げることができる。このように逓増生産費の輸入
財の場合と同様に，関税が上昇の最初からではなしに，整合関税よりも高くな
ってはじめて独占擁護効果が生じる。そして逓増生産費の輸入財の場合と同様
に，関税率がねとなると， MR=MCが満たされるから，独占企業は利潤を
最大にする独占価格 OP(1+tm)を設定することができる。そして，最大利潤
は斜線の部分の面積で示される。
ILB 逓減生産費・輸出財
関税の存在しない状態においては， OPの価格で国内へは oxdを販売し，
さらに外国へ販売する。外国への販売量は図では無制限に描かれているが，最
終的には外国の需要の大きさによって決定されるであろう。そして，外国への
4)そのような最初輸入，のちに輸出ケースについては Fishelson& Hillman 〔刀 pp.
49~51. 
5) 1)において指摘したように， コーデンが整合関税の概念を説明したのはこの逓減生産
費の場合についてである。 Carden〔釘 p.203. 
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販売量とそれから生じる利潤は，外国の需要が大きいほど大きい，この点が逓
増生産費の輸出財の場合と異なる。
関税がかけられた後の変化は，逓増生産費の輸出財の場合と変りない。国内
価格の引上げと外国へのダンピングが行なわれ，関税の独占擁護効果が最初か
ら生じる。逓減生産費による利潤増加は，外国への販売量が大きいほど大き
い。外国の需要は相対的に大きいと考えられるために，最大利潤は逓増生産費
の輸出財の場合よりも大きいであろう。このことは逓減生産費の場合は，規模
の経済性が存在し七いることからも推察されるであろう。
最後に， OP(l+t1), つまり輸入がゼロとなり自給化が行なわれる価格は，
逓増生産費の場合においては， MC曲線が DD曲線と交わる点における価格
であった。しかし逓減生産費の場合においては， AC曲線は MC曲線よりもつ
ねに上に位置している。ということは MC曲線と DD曲線との交点における
価格では，平均費用を下回り企業の立場からは損失が生じることを意味する。
だから企業のつけることのできる最低の国内価格（それ以下であれば輸入が生じ
る価格）は， AC曲線と DD曲線の交点における価格でなければならない。し
たがって，逓減生産費の場合においては，輸入財となるか輸出財となるかは，
PP曲線の位置が AC曲線と DD曲線の交点Aよりも下にあるか上にあるか
によることを指摘しておこう 6)。
以上4つの場合の結果の全体を通して，関税の独占擁護効果に関して次のこ
とがいえるであろう。
(1)関税の独占擁護効果が生じるのは，禁止的関税率（整合関税率）よりも高
い関税，あるいは，輸出財の場合のように輸入が行なわれていない場合の関税
6)このような輸入財，輸出財の区別は企業の観点からであって， 1国全体の厚生という
観点からではない。後者の観点からは，輸入財となることによって生じる消費者余剰
と生産者余剰（利潤）輸出財となることによって生じるそれらとが比較されなければ
ならない。そうすると PP線の位置が A 点より下でB点より上にくる場合となる。
くわしくは Corden〔釘 pp.53~54. 参照。 ，?
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においてである。 このことは輸入割当制 (importquota)についてみればより
明瞭となる。というのは，輸入割当制も関税と同様に独占擁護効果をもつが，
それは輸入割当量がゼロの場合においてである。輸入割当量がいくらかでも認
められると，独占価格は輸入によって崩されるから，独占擁護効果をもfこない
からである。それと同様に，関税の独占擁護効果は，関税の輸入禁止効果を前
提とする。要するに独占擁護効果は，関税のすべての率において生じるのでは
なく，禁止的関税率以上において生じるのである。
(2)しかし，関税率が禁止的関税率よりも高くなればなるほど，独占擁護効果
が大きくなるのではない。独占擁護効果は最大利潤関税を過ぎると一定となっ
て，もはや増加しない。すなわち，それ以上関税率が高くなると，過剰関税と
なる。このように，関税の独占擁護効果は，禁止的関税率よりも高く，最大利
潤関税よりも低い範囲の関税率において見られる現象である。そしてその範囲
は，当該商品の需要の弾力性に依存する。需要の弾力性が大きいほどその範囲
は小さくなり，比較的低率の関税でも最大利潤関税に到達し，関税の独占擁護
効果は少さくなる。
(3)経済学の文献に通常書かれているように，，関税は他の多くの経済的効果を
もつ。それらは，保護効果， 消費効果，収入効果，再分配効果，交易条件効
果，雇用効果，雇用効果，国際収支効果などである”。 これらの効果は，禁止
的関税率より低い関税において生じ，禁止的関税率となれば，一定となる。そ
れに対して独占擁護効果は，前述のように禁止的関税よりも高い関税，あるい
は輸出財における関税において生じる。通常は禁止的関税よりも高い関税や輸
．出財における関税は無意味とされている。それは保護効果などのいわゆる上記
の関税の経済的効果が働かないからである。けれども独占擁護効果については
異なる。そのような場合にこそ働くのである。
(4)最後に関税の独占擁護効果を，輸入財と輸出財の場合にづいて，また，逓
7)山本〔12)pp. 4~10. 参照。
10 
関税の独占擁護効果について（山本） 299 
増生産費と逓減生産費の場合について，それぞれ比較してみよう。さきに関税
の独占擁護効果は，関税が国内独占価格を高める効果と定義した。だから，一
定の関税率引上げによって国内独占価格を高くするほど，あるいは二者択ー的
に，一定の高さの国内独占価格を達成するに関税引上げ率が小さいほど，関税
の独占擁護効果は大きい。
輸入財と輸出財とではどうか。輸入財の場合は，禁止的関税よりも関税が高
くないと独占擁護効果が生じないことは明らかにした。しかし，輸入財の需要
の弾力性や国内供給の弾力性が小さい場合は，輸入を禁止するには高率の関税
が必要であろう。一方輸出財の場合は関税を設定すると直ちに独占擁護効果が
生じる。そのうえ，独占均衡の条件から輸入財における国内独占価格の水準よ
りも，輸出財における国内独占価格の水準の方が高い。こうした理由から，関
税の独占擁護効果は，輸入財におけるよりも輸出財においてより効果的といえ
よう。そして輸出財における独占擁護効果は，ダンビング擁護効果でもある。
逓増生産費の場合と逓減生産費の場合とではどうか。第 1図に関するかぎり
輸入財についてみても，輸出財についてみて，逓増・逓減生産費のどちらの場
合に関税の独占擁護効果が大きいか，いちがいにいえない。しかし，ハーバラ
ーの指摘したインテマの命題が存在する8)。 それは逓増生産費の場合は貿易を
ともなう国内独占価格は上昇するのに対して，逓減生産費の場合は貿易をとも
なう国内独占価格は低下するという命題である。これは貿易をともなわない場
合の国内独占価格と比較して上昇，低下するという意味である。この命題は，
第 1図のように外国の価格が一定で，したがって外国の需要の弾力性が無限大
の場合は示すことができない。しかし，外国の需要の弾力性が，自国の需要の
弾力性よりは大きいが，しかし無限大でない場合には示すことができる。そこ
で外国の需要の弾力性が無限大であるという，小国の仮定をしばらく無視する
ことにしよう。
8) Haberl釘〔9〕pp. 303~304. 邦訳 pp.494~5. 
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第 2 図の :ED~D 曲線は自国と外国を合わせた需要曲線， エMR曲線は
:ED:ED曲線から導出される自国と外国を合わせた限界収入曲線9)を示す。外
国の需要の弾力性が無限大でないことは， :ED:ED曲線が右下りであることか
ら示される。この財の生産は自国だけで行なわれるから， MC曲線は自国の限
界費用曲線である。自国の独占企業が利潤を最大にするには，自国と外国を合
わせた全体としての限界収入が， 自国の限界費用と一致するところまで生産
し，しかもそれを両国の限界収入が均等になるように供給すればよい。したが
って独占均衡の条件は，工MR=MR=MC(もし外国の限界収入をMR1とすると，
:£MR=MR=M杓=MC)である。このような条件を満たす自国の国内独占価格
は OPm'である。そして図から，逓増生産費の場合は OPm'>OPm,逓減生産
費の場合は， OPm'<O凡であることは明らかであろう。このように，逓増生
産費の場合は貿易をともなう国内独占価格は，貿易をともなわない場合の国内
独占価格に比べて上昇し，逓減生産費の場合はそれが低下するというインテマ
の命題が示される。
さて， このような外国の需要の弾力性が無限大でない場合について考える
と，関税の独占擁護効果は，単に国内独占価格を高めるという意味で，逓増生
産費の場合の方が逓減生産費の場合よりも大きいといえるであろう。
3 独占擁護効果の厚生分析
関税率の引上げが国内独占価格にどのような影響を与えるかは，前節で詳説
した。今度は関税率の引上げが課税国の経済的厚生と独占企業の利潤とに，ど
のような影響を与えるかをしらべよう。
第3図は第 1図の各4つの場合について，関税率の引上げによって生じる消
費者余剰と生産者余剰の変化を示したものである。 s曲線は消費者余剰と生産
9)厳密に描くと両国会合わせた限界収入曲線は，接合点でキンクすることになる。
Frenkel 〔8〕pp. 669~67゜・
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つまりこの国の経済的厚生の変化を示す。 s'曲線は S 曲線に
関税収入を含めたものである。 p曲線は独占利潤の変化を示す。それは禁止的
関税による独占開始時点からの利潤であって，輸入財の単なる自給化によって
生じる生産者余剰の増加は，除外されている。
税）の率， tmは最大利潤関税の率を示す。
なお，なは禁止的関税（整合関
第 3図の 4つの場合を通して， tmより左方では， s曲線はつねに右下り， p
曲線はつねに右上りであることが示されている。このことは関税率の引上げは
独占利潤を増加させる反面，市場のひずみなどが存在しない場合は， 1国全体
厚生•利澗・
。
IA 逓増生産費・輸入財
厚生•利潤
??
?
IB 
!1 
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の経済的厚生を低下させるという周知の命題を示すにすぎないといってよい。
なお， tmより右方では両曲線とも横軸に平行となることは， 過剰関税を意味
する。これらの図はそのもと1となった第 1図自体が， PP線の位置などについ
て恣意的に描かれているから 厳密な数値の比較は無意味であろうが，大まか
な比較は可能であろう。
1 s曲線の右下りによっj示される経済的厚生の低下は，輸入財部門と輸
出財部門では相当に異なる。すなわち経済厚生の低下は，輸入財部門において
は輸出財部門におけるよりも大きい。それは輸入財部門においては，輸入の減
少と独占の形成の 2つの厚生低下要因が働くのに対して，輸出財部門において
は独占の形成だけしか厚生低下要因が働らかないからである。
そのうえ興味深いことは，輸出財部門における関税の賦課は，独占による国
内供給の減少のために，その分だけ輸出の増加を生じさせることである。この
ことから独占形成を考慮に入れると，輸入財部門の関税は貿易縮少的であるの
に対して，輸出財部門の関税は貿易拡大的であるといえよう。したがってその
局面だけについて見ると，輸出財部門の関税の賦課は厚生増加効果すらもたら
すといえるのである。
(2) p曲線の上昇によって示される輸出利潤の増加は，輸入財の独占におけ
るよりも輸出財の独占において大きい。前節(4)で，関税の独占擁護効果は輸入
財の独占におけるよりも輸出財の独占において大きいことを指摘したが，それ
と同じ理由による。前節において，関税の独占擁護効果とは，関税による国内
独占価格が上昇する効果と定義した。一般には独占価格の上昇が，独占利潤の
増加になるとは必ずしも限らない。しかし，禁止的関税率 tp(輸出財の場合はゼ
ロ関税）から最大利潤関税率 tmまでの間においては，独占価格と独占利潤と
は平行するとはいえないけれども，比例するからである。
しかし， p曲線の上昇は輸入財の逓増生産費と逓減生産費についてみればど
うか。図から，それは逓増生産費の場合は逓減生産費の場合よりも大きいこと
が見られるであろう。その理由は次のように考えられる。・独占価格の上昇は，
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国内生産量の減少を通してもたらされる。逓増生産費の場冷は国内生産量の減
少によって平均費用が低下するから，それだけ利潤が増大するのに対して，逓
減生産費の場合は国内生産量の減少によって平均費用が上昇するから，それだ
け利潤が圧迫されるからである。
けれども輸出財についてみると，このような利潤の比較は必ずしも主張でき
ない。国内独占利潤に加えて外国へのダンビングによる利潤を含めなければな
らないからである。そして，外国への輸出が多いほど，逓増生産費の場合は利
潤が圧迫され，逓減生産費の場合は利潤が拡大するから，むしろ，関税の独占
利潤増加効果は逓増生産費の場合においては，逓減生産費の場合におけるより
も小さいかもしれない。
(3)関税の独占擁護効果に関して，経済厚生の低下は，輸出財部門においては
輸入財部門におけるよりも小さいことは(1)で指摘した。一方，独占利潤の増加
は，輸出財部門の独占においては輸入財部門の独占におけるよりも大きいこと
は(2)で指摘した。そうすると， 1国全体の観点からも，私的独占企業の観点か
らも，輸入財部門の独占よりも輸出財部門の独占の方が有利ということになる。
そこで最後に，独占均衡，つまり最大利潤の状態における経済厚生を輸入財
部門と輸出財部門について比較してみよう。
逓増生産費の場合はどうか，・第1図を見られたい。輸出財部門の独占均衡は
輸入財部門の独占均衡に比して外国への輸出による利潤増加が存在する反面，
独占価格が高くなり，そのために国内だけの独占利潤と消費者余剰は減少して
いる。そうすると，経済的厚生全体はどちらの部門で大きくなるか小さくなる
か，不定といわれるかもしれない。しかし，コックスとジョンソンが計算した
結果によると，輸出財部門の図の PP線が A点を通る場合においてさえ，輸
出財部門の独占均衡の経済的厚生は，輸入財部門の独占均衡の経済的厚生より
も大きいD。第1図の IBのような PP線が A点よりも上方に位置している
1) Cocks & Johnson 〔釘．ただし， 生産要素価格の変化を仮定することによって生産
者余剰の定義が一般的な場合と異る。すなわち，独占利潤のほかに，生産費の上昇が
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場合においては，この差はいっそう大きいであろう。逓減生産費の場合も逓増
生産費の場合と同様，あるいは以上に，輸出財部門の独占均衡の経済的厚生は，
輸入財部門の独占均衡の経済的厚生よりも大きいことも理解できるであろう。
さらにそのうえ，逓減的な AC曲線が DD曲線のうえに位置しているよう
な場合は，輸入財部門の独占均衡のような国内だけの独占均衡では損失が生じ
るであろう。しかし，輸出財部門の独占均衡のように輸出を含めると利潤の生
じる場合がある。このような場合は，後者の経済的厚生は前者のそれよりもは
るかに大きいであろう 2)0 
4 結びに代えて
1. 反独占政策としての関税引下げ
前々節と前節において，関税の独占擁護効果とその経済厚生の問題を考察し
た，関税が独占擁護効果をもつことは，逆にいえば関税の引下げは独占を低下
させる効果をもつことである。ところで，独占や寡占の市場構造は種々の参入
障壁によって形成されている。そうした参入障壁とは，規模の経済性，技術上
の優位，製品の分化など主として技術的な原因によるものである。だからこそ
反独占政策は困難をはらんでいる。＇それに対して，この論文で想定してきたよ
うな外国企業とは競争的であるが関税による国内独占が存在するとすれば，独
占をなくすには関税を引下げればよいから，反独占政策は簡単である。
しかしながら，もし何らかの理由で，輸入財の国内生産が保護されなければ
ならないとしよう。そのような場合，関税の引下げは独占を低下させる反面，
国内生業の保護を弱める危険性をもつ。そこでさきに指摘した整合関税 (made-
to-measure tariff)の概念を想起されたい。それは国内市場で独占をもたらす
ことなく，国内生産を保護するに十分な関税であった。関税を整合関税率まで
生産要素価格を上昇させると仮定に生産者余剰を計上している。
2)赤字のダンピングをともなう独占均衡においてさえもこのことが成立する場合があ
る。 Basevi臼〕， Frenkel〔釘， Pursell& Snape 〔印〕参照。
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引下げるならば，独占の阻止と国内生産の保護が両立できることになる。かく
て反独占政策としては，独占が輸出財部門にあれば関税の撤廃が必要であろう
が，独占が輸入財部門にあれば，関税を完全に撤廃しなくても整合関税率まで
下げればよいのである。
ただし，整合関税率は厳密にいうと，内外の生産費の差に等しい関税率であ
つもいわゆる科学的関税 (scientifictariff)の概念と基本的に同じと考えてよ
い。したがって関税当局による生産費の正確な把握が前提となるが， しかしそ
れが容易でないことも付け加えておこう。
2. 生産独占と輸入独占
前項では輸入財の国内生産の保護が前提とされなければならない場合の政策
について考えた。今度は輸入財の国内生産において独占企業そのものの存在が
前提とされなければならない場合の政策について考えよう。
いま，国内生産に独占力をもつ企業がその商品の輸入においても独占力をも
っと仮定しよう。すなわち，政府によって輸入のライセンスが独占的に与えら
れていると仮定しよう。そうすると，この企業は独占擁護関税が存在している
とすれば輸入財を国内生産して国内市場を独占することもできるし，また輸入
財を輸入して国内市場への供給を独占することもできる。前者の場合を生産独
占，後者の場合を輸入独占といおう。輸入独占の場合について考えよう。
第4図は，逓増生産費と逓減生産費の 2つの場合について，輸入独占の効果
を示したものである。比較の便宜上，生産の独占均衡を示す第 1図の IA, Il 
Aと同じスケールに描いてある。独占企業は独占的に輸入ライセンスをもつか
ら，自由に輸入量を決定することができる。そして，輸入により利潤が最大と
なるように輸入量を決定するであろう。たとえばこの企業がOXm'を輸入すれ
ば， DD曲線から OP'の価格で国内市場で販売することができる。その場合
輸入価格は OPであるから，単位当たり PP', 全部で斜線の部分の面積の利
．潤を獲得することができる。これが最大利潤であることは， MR曲線と PP曲
線の交点の輸入量の利潤であることからも明らかであろう。これを輸入独占利
18 
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潤と呼ぼう。一方，同じ第4図の P(l+tm)MFP1の面積で示される利潤を生
産独占利潤と呼ぼう。
独占企業は生産独占利潤よりも輸入独占利潤が大きければ，生産独占よりも
輸入独占を選好するであろう。第4図にかんするかぎりは，生産独占利潤より
も輸入独占利潤が大きい。一般的にはどうか。逓増生産費の場合から立入って
しらべよう。 PP線が下の方を通っているほど，輸入独占利潤は大きい。最初，
PP線が下方に存在して，輸入独占利潤が生産独占利潤よりも大きいとしよう。
次に PP線が上昇して輸入独占利潤が小さくなり，生産独占利潤に接近すると
しよう。第5図の Iはそのような場合を描いたものである。生産独占利潤は
P(l+tm)MF. 灼の面積で示され，輸入独占利潤は P'M'HPの面積で示される。
，そうすると， M'HPP1FJの面積（細かい鈍線の部分）が， P(l+tm)MJP'の面積
（荒い斜線の部分）に等しくなるまでは，輸入独占利潤が生産独占利潤よりも大
きい。しかし，そのような状態を過ぎると輸入独占利潤は生産独占利潤より小
さくなる。そして， PP線がG点よりも上の方を通るようになると，輸入独占
利潤は生産独占利潤よりもつねに小さくなる。しかし PP線が G点よりも上
を通る場合は前々節で指摘したように，輸出財となる場合であるから除外しよ
う。そうすると，大部分の場合には，生産独占利潤よりも輸入独占利潤が大き
いといえるのである。
逓減生産費の場合はどうか。これも第4図にかんするかぎりは，生産独占利
潤よりも輸入独占利潤が大きい。もし， PP線がA点よりも上の方を通ってい
れば，輸出財となる場合であるから除外できる。第5図のIlはPP線がちょう
どA点を通る場合を描いたものである。生産独占利潤は P'MFP1の面積で示
され，輸入独占利潤は P'MHPの面積で示される。 したがって，生産独占利
潤よりも輸入独占．利潤は斜線の部分の面積だけ大きい。そして， -pp線がA点
以下に位置するほど，この差は大きいであろう。したがって，逓減生産費の場
合は，輸入独占利潤は生産独占利潤よりもつねに大きい。このようにしらべる
と，輸入財の国内生産が可能な場合は独占企業にとって生産独占よりも輸入独
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占の方が大部分の場合において有利な選択といえるであろう。
そのうえ興味のあることは，輸入独占は生産独占に比べて独占価格が低く，
供給量が多いことである。このことは輸入独占利潤が生産独占利潤よりも小さ
い場合においても妥当する。したがって，輸入独占は生産独占に比べて消費者
余剰も大きい。さきに，輸入独占利潤は生産独占利潤よりも大部分の場合にお
いて大きいことを明らかにした。そうすると，これらの場合においては，輸入
独占は生産独占よりも独占利潤と消費者余剰の合計である経済的厚生も大きい
といえる。換言すれば，大部分の場合においては，輸入独占は生産独占より
も，独占企業自身にとっても，消費者にとっても，そして 1国全体にとっても
有利となるのである。
さらに，生産独占は禁止的関税率以上の独占擁護関税によってのみ成立する
のに対し，輸入独占はそのような関税を全く必要としないことも注目に値す
る。したがって，輸入独占は生産独占よりも，当事国だけではなく貿易相手国
にとっても有利となるのである。
かくてここでの結論として，次のことが言えるであろう。独占企業の存在が
前提とされなければならない状態においては， それが輸出商品の市場であれ
ば，関税によってダンピングをともなう生産独占を行なわせることである。そ
れが輸入商品の市場であれば，たとえ国内生産による独占が可能であっても，
独占企業に輸入ライセンスを与えて輸入独占を行なわせるのが，独占企業にと
っても， 1国全体にとっても概して有利な政策である。
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